
香川県水産業基本計画進行管理表
評価方法

★★：「せとうち田園都市香川創造プラン」でも指標 A

★：「香川県水産業基本計画」における重点指標

B 2７年度見込値で進捗率５0％以上

C 2７年度見込値で進捗率0％超

D 2７年度見込値で進捗率0％

新鮮な旬の水産物の提供

　第１節　水産物の販路の拡大と流通の多様化

1 ★★水産物の商標登録件数 件 5 11 15 17
・瀬戸内あわび（藤原和文（松山漁
協））
・讃岐若芽（鴨庄漁協）

A 15
特色ある水産物について生産者団体の登録
申請の指導、新たな商品開発

2 ★水産加工品の開発件数 件 9 14 14 18

・小豆島潮彩釜めし　オリーブハマチ
・瀬戸のめぐみ「香川県産さわら柚庵
焼」（希少糖入）
・サワラのトマトドリア
・オリーブイリコ

B 19
漁協女性部等の加工品開発志向の掘り起こ
しや加工会社と連携したファストフィッ
シュ商品の開発に取り組む

　第２節　水産物の消費拡大と「漁業」「魚」への理解促進

3 水産食育教室の開催回数 回 20 26 36 40
　25年度、26年度に認定した「お魚一
匹食べよう伝道師」による食育教室が各
地で24回開催された

Ａ 25
「お魚一匹食べよう伝道師」を活用した食
べ方教室の開催回数の増加が必要（学校教
育との連携も必要）

4 ★ブランド魚種の科学的評価件数 件 2 4 5 6
オリーブハマチの筋肉の抗酸化活性の比
較を行った

Ａ 5
ハマチ以外の養殖魚を対象としたオリーブ
葉の給餌試験と成分分析を行う

27年度見込値で進捗率100％以上※
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水産物の安定生産体制づくり

　第３節　消費者が求める魚づくり

5 ★漁業生産額 億円 223 201 181 183 223

(H21) （H24) （H25) （H2６)

6
★★オリーブハマチ、オリーブぶ
り生産尾数

万尾 10 24 24 27
オリーブハマチ管理委員会において生産
者を指導。オリーブ葉の確保について関
係機関と協議

B 30
引き続きオリーブ葉の安定確保、オリーブ
葉の効果とその持続性の検討が必要

7
養殖魚のトレサビリティ導入尾数
(ブリ類、マダイ）

％ 85 98 99 91

主要な魚類養殖を行っている漁協でのシ
ステム整備は24年度に完了(27年度の減
少は未導入漁協のマダイ養殖尾数の増加
による)

B 94
情報提供の手段であるホームページの作成
が困難な地区への導入方法の検討が必要

　第４節　環境変化に対応した水産物の安定供給体制づくり

8
★養殖ノリ生産金額
（1柵当たり）

千円
／柵

35 35 55 45

栄養塩・珪藻類のモニタリング調査、栄
養塩添加試験等による色落ち対策、低栄
養塩耐性に優れた品種の調査、食害対策
試験等の実施

A 41

引続き、栄養塩・珪藻類のモニタリング調
査、栄養塩添加試験等による色落ち対策、
低栄養塩耐性に優れた品種の調査、食害対
策試験等に取組むことが必要

9
★キジハタ種苗生産尾数
（県営放流を含む）
（下段：配布尾数）

千尾
172

(116)
207

(124)
167

(163)
100

(100)
閉鎖循環方式により安定的に生産
受精卵の安定確保に取り組んだ

A 100
閉鎖循環システムの増設とリアルタイム
PCR装置を導入し、親魚養成による受精卵
を安定確保

10
タケノコメバル種苗生産尾数
（県営放流を含む）
（下段：配布尾数）

千尾
4

(4)
59

(59)
89

(89)
147

(118)

生産初期餌料の種類や給餌方法等の改良
を進め、餌付け技術の向上が図られてき
た

A 100
さらなる餌付け技術の向上、冷凍精子を用
いた人工授精技術の開発

11
資源管理指針に基づく資源管理計
画の策定漁協数

漁協 ― 36 36 36
資源管理協議会を中心に推進し、県下全
漁協で作成されている資源管理計画によ
る管理の実践を指導

Ａ 15
資源管理協議会を中心に積極的な自主的管
理を推進

12 ヒゲソリダイ試験養殖尾数 千尾 0 1 1 －
種苗量産化に至らず、魚価も低下してい
ることから廃止(Ｈ2６まで）

D 20

D
(2５
年度
実績)

引続きハマチ・マダイ・イリコをはじめと
した県産水産物の販売促進、ノリの色落ち
等対策、重要稚仔放流等が必要。

ハマチ・マダイ・イリコ等の販売促進、
ノリの色落ち等対策、重要稚仔放流等
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　第５節　魅力ある漁業経営と担い手づくり

13 ★★新規就業者数（累計) 人
96

(H18
～22)

101 125 145

・漁業就業者確保育成センターを中心
に、受入漁協の掘り起こしや、希望者へ
の情報提供を推進
・新規就業希望者に対して、国の助成金
を活用し、研修機会の提供を促進
・県センターを通して就職した者に対し
て、面談を行い、相談相手となること
で、漁業就業の定着率の向上を図った
・27年度から、「かがわ漁業塾事業」、
「新規就業者漁船漁具リース支援事業」
により担い手育成を推進

Ａ
120

(H23～
27)

引続き、県センターによる受入れ漁協の掘
り起こし、就業情報の提供、また、国の補
助事業を活用した研修機会の提供等を推進
するとともに、「かがわ漁業塾事業」、
「新規就業者漁船漁具リース支援事業」及
び「新規漁業就業者生活安定給付金事業」
により担い手育成を総合的に推進する

14 漁業士の認定数(累計) 人 130 146 149 154
漁業士研究会の開催、瀬戸内ブロック研
修会の参加により技術向上を図った
（認定については手続き中）

B 180
引続き認定を進めるとともに、研修会の開
催等により若手リーダーの育成を図ること
が必要

15 女性指導漁業士の認定数(累計) 人 24 27 28 29
漁協女性部の活動発表、魚食普及活動や
救命胴衣着用運動などを支援
（認定については手続き中）

Ａ 29

部員数の減少や高齢化が進むが、自主的な
活動を促進。また、活動発表大会への参加
誘導、起業活動などにより、リーダー育成
を図ることが必要

16
漁業収入安定対策(漁業所得補償
制度)加入割合(生産額)

％ 0 71 69 70

資源管理指針の基となる調査･協議等の実
施、資源管理計画の履行確認等を行った
結果、36漁協が当該計画を作成し、収入
安定対策事業加入者の履行を確認

A 70

引続き、資源管理に関する調査・協議等を
実施するほか、計画に基づいた実践指導や
計画充実に向けた指導協議を行うことが必
要

17 漁業協同組合 漁協 39 36 36 36

JF組織強化委員会（経営改善・組織強化
部会）で漁協基盤強化方針を策定（平成
27年3月）。三豊ブロックの７漁協の合
併を検討会で検討するも、検討会は解
散。

Ｄ 1
JF組織強化委員会において、平成27年3月
に策定した漁協基盤強化方針に基づき、そ
の実現に向け指導していくことが必要

　第６節　円滑な漁業操業体制づくり

18
漁業と遊漁のローカルルール設定
モデル地区数

地区 0 1 1 1
・小豆島町内海地区について、漁業関係
者と遊漁関係者の間で、漁場利用に関す
るルールを漁場利用協定を締結

B 2
内海地区の漁場利用協定の周知、適切な運
用、トラブル防止に向けて、さらに協議会
への指導等が必要
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　第７節　良好な漁場環境づくり

19 ★★藻場造成面積 ha 107 117 119 120
藻場造成事業として塩飽地区(高見)、三
豊地区(粟島)で工事を実施

B 125
引続き水産資源の培養のために、藻場造成
事業を実施することが必要

20
海底ゴミ回収活動実施箇所数(累
計)

ヶ所 2 29 50 76

・底びき網禁止区域内における海底堆積
ゴミ回収事業に取組む市町(東かがわ市、
小豆島町、土庄町)に補助
・国の水産多面的機能発揮対策事業によ
り海底堆積ゴミ等の回収処理を実施(5活
動組織)
・通常操業でとれたゴミの持ち帰り処理
事業について環境部局と連携して推進
（２１漁協)

A 12

国の補助事業（水産庁：水産多面的機能発
揮対策事業、環境省：海岸漂着物等地域対
策推進事業）を活用し、引続き同内容の事
業を継続実施することが必要

　第８節　いきいきとした漁業地域づくり

21 機能保全計画策定漁港数 漁港 0 28 31 38

国の補助事業を活用する等して、漁港施
設の機能の保全を行うための機能保全計
画の策定を促進。平成2７年度では３８
地区が完了予定

C 92

引き続き、国の補助事業を活用して、機能
保全計画の策定を促進。漁船数50隻・陸揚
量1億円等の採択要件に満たない漁港につい
て、特認事業として実施できるよう、国と
の協議が必要

22 漁港海岸保全施設の整備延長 km 7.6 12.3 14.1 15.0
高潮時の浸水被害から漁港海岸背後地を
防護するための高潮対策を、国の補助事
業で5漁港、単県で5市1町で実施

Ą 15

県の補正予算を積極的に活用するととも
に、市町に対しても高潮対策予算の確保を
働きかける等、より一層の高潮対策の推進
が必要

A 12

B 6

C 1

D 3

計 22
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